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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第15期
第２四半期
連結累計期間

第16期
第２四半期
連結累計期間

第15期

会計期間
自2017年12月１日
至2018年５月31日

自2018年12月１日
至2019年５月31日

自2017年12月１日
至2018年11月30日

売上高 （千円） 2,111,180 2,205,759 5,997,120

経常利益又は経常損失(△) （千円） △38,558 358,336 312,568

親会社株主に帰属する四半期

純利益又は親会社株主に帰属す

る四半期（当期）純損失(△)

（千円） △364,812 275,605 △102,653

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △363,591 278,298 △105,388

純資産額 （千円） 383,460 987,845 665,488

総資産額 （千円） 6,519,447 5,988,088 5,770,438

１株当たり四半期純利益金額又

は１株当たり四半期（当期）純

損失金額（△）

（円） △47.48 35.23 △13.36

潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益金額
（円） － 33.35 －

自己資本比率 （％） 5.7 16.3 11.5

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △430,544 256,733 584,718

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △78,759 △4,877 △25,866

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 527,258 △78,347 △565,889

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 1,639,202 1,778,896 1,613,530

 

回次
第15期
第２四半期
連結会計期間

第16期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自2018年３月１日
至2018年５月31日

自2019年３月１日
至2019年５月31日

１株当たり四半期純利益金額又は1株

当たり四半期純損失金額（△）
（円） △41.38 20.61

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第15期第２四半期連結累計期間及び第15期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失金額のため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動は、以下のとおりであります。

　また、前連結会計期間において、多角経営方針の見直しに伴い、不動産総合ソリューション事業においては不動

産開発事業及び不動産フランチャイズ事業から撤退しております。また、その他事業に区分しておりました飲食事

業、ＡＩ事業、音楽事業についても、かかる事業を営む連結子会社の全株式譲渡等により事業撤退をしておりま

す。

（住生活関連総合アウトソーシング事業）

　株式会社光通信との合弁契約に基づき2019年２月14日付にて株式会社アクトクロスを合弁会社化し、連結子会社

にしております。

 

（決済ソリューション事業）

　2018年12月３日付にて、当社連結子会社である株式会社インサイトでの株式取得により株式会社IS reviewを持

分法適用関連会社としております。

 

　この結果、2019年５月28日現在では、当社グループは、当社、当社子会社２社及び関連会社２社により構成され

ることとなりました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動など、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項は発生しておりません。また、前事業年度の有価証券報告書に記載

しております「事業等のリスク」について、重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業業績や雇用環境の改善が続き、緩やかな回復を続けてお

ります。一方、米中間貿易問題をはじめ、世界経済の不確実性が懸念される状況にあります。

　当社グループの主力事業の市場である不動産業界は、一部金融機関の融資姿勢の厳格化等懸念材料はあるもの

の、好調な企業業績を背景に総じて堅調に推移しております。

　このような状況の下、当社グループは、主力サービスの着実な成長を目指し、住生活関連総合アウトソーシング

事業及び決済ソリューション事業においては、従来どおり不動産賃貸業界への新規営業の推進及びフォロー営業の

強化を行うとともに、不動産総合ソリューション事業においてはサービスオフィスの稼働率の維持及び新規受託先

の新規営業を積極的に進めてまいりました。

　以上の結果、当第２四半期連結累計期間における業績は、売上高2,205百万円（前年同期比4.5％増）、営業利益

408百万円（前年同期は10百万円の営業利益）、経常利益358百万円（前年同期は38百万円の経常損失）、親会社株

主に帰属する四半期純利益275百万円（前年同期は364百万円の親会社株主に帰属する四半期純損失）となりまし

た。

 

各セグメントの経営成績は次のとおりであります。

 

（住生活関連総合アウトソーシング事業）

　住生活関連総合アウトソーシング事業においては、緊急駆けつけ等会員制サービス、コールセンターサービ

ス、その他住生活に関わるサービスの開発、提供を行っております。

　当社グループが市場とする不動産賃貸業界においても“働き方改革”にはじまる企業における業務効率化、ア

ウトソーシング需要が高まり、緊急駆けつけ等会員制サービスの会員数、不動産会社向けコールセンターサービ

スの受託件数が堅調に推移いたしました。

　この結果、当四半期連結会計期間の末日現在においての累計有効会員数は510千人となり、当第２四半期連結

累計期間における売上高1,449百万円（前年同期比10.8％増）、営業利益は175百万円（前年同期比197.8％増）

となりました。

 

（不動産総合ソリューション事業）

　不動産総合ソリューション事業においては、サービスオフィスやコワーキングスペースの運営を行っておりま

す。

　“働き方改革”でワークスタイルが変化する中、様々な企業・業種の従業員や個人がオフィススペースを共有

するシェアオフィスやコワーキングスペースの需要が高まっており、自社運営する品川のサブリース事業「サー

フィスシナガワ」及び運営受託物件の稼動率が順調に推移するとともに、新規の運営受託案件も順調に推移いた

しました。

　なお、多角経営方針の見直しに伴い、前期にて不動産開発事業及び不動産フランチャイズ事業より撤退したこ

とから、当第２四半期連結会計期間においては、当該事業にかかる売上高等の計上はございません。

　この結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は222百万円（前年同期比17.1％減）、営業利益は41百

万円（前年同期は54百万円の営業損失）となりました。

 

（決済ソリューション事業）

　決済ソリューション事業は、不動産賃貸管理会社、不動産オーナー向けに、家賃の概算払いと出納業務を組み

合わせた家賃収納代行サービスを提供しております。

　前連結会計年度に続き、家賃保証会社との営業を強化することで、既存サービスの取引件数が堅調に推移いた

しました。

　この結果、決済ソリューション事業の売上高は533百万円(前年同期比24.1％増)、営業利益197万円（前年同期

比51.6％増）となりました。

 

資産、負債及び純資産の状況は次のとおりであります。
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（資産の部）

　当第２四半期連結会計期間末における資産合計は5,988百万円となり、前連結会計年度末に比べ217百万円増加

いたしました。

　これは主に、現預金が166百万円増加したこと等によるものです。

 

（負債の部）

　当第２四半期連結会計期間末における負債合計は5,000百万円となり、前連結会計年度末に比べ104百万円減少

いたしました。

　これは主に、有利子負債が112百万円減少したことによるものであります。

 

（純資産の部）

　当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は987百万円となり、前連結会計年度末に比べ322百万円増加

いたしました。

　これは主に、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上による利益剰余金の275百万円の増加及び新株予約権

行使に伴う資本金16百万円、資本剰余金16百万円の増加等によるものであります。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度末

に比べ165百万円増加し、1,778百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況とその要因は下記のとおりであ

ります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間において営業活動により得られた資金は、256百万円（前年同期は430百万円の資金

の減少）となりました。

　これは、主に税金等調整前四半期純利益350百万円の計上等によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間において投資活動により使用した資金は、４百万円（前年同期は78百万円の資金の

減少）となりました。

　これは、主に固定資産の取得による支出13百万円等によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間における財務活動により使用した資金は、78百万円（前年同期は527百万円の資金

の増加）となりました。

　これは、長期借入金の増加200百万円や新株予約権の行使による株式の発行による収入32百万円があった一

方、長期借入金の返済260百万円及び社債の償還30百万円があったこと等によるものであります。

 

(3）経営方針・経営戦略等

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。
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(4）資本の財源及び資金の流動性

　当社グループは、事業運営上必要な資金の流動性と資金の源泉を安定的に確保することを基本方針としておりま

す。運転資金需要のうち主なものは、決済ソリューション事業における家賃決済代行サービスにかかる概算払い資

金と売上原価、販売費及び一般管理費等の営業費用であります。また、投資を目的とした資金需要は、システム開

発等設備投資、投資有価証券等の取得によるものであります。

　決済ソリューション事業における概算払い資金は、金融機関からの借入を基本としており、決済ソリューション

事業を営む当社子会社 株式会社インサイトは、株式会社りそな銀行と債権流動化極度額4,500百万円及び1,500百

万円のコミットメントライン契約を締結しております。また、当社グループは金融機関との間で総額3,900百万円

の当座貸越契約及びコミットメントライン契約（前述の1,500百万円を含む）を締結しております。それ以外の短

期運転資金は自己資金を基本としております。

　また、設備投資等の調達につきましても、自己資金からの充当を基本としておりますが、必要に応じて金融機関

からの借入れを実施いたします。

　なお、当第２四半期連結会計期間末における借入金及びリース債務を含む有利子負債の残高は、2,162百万円と

なっております。また、当第２四半期連結会計期間末における現金及び預金残高は1,961百万円となっておりま

す。

 

(5）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(6）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 30,180,000

計 30,180,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2019年５月31日）

提出日現在発行数（株）
（2019年７月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 7,933,800 7,933,800
東京証券取引所

（マザーズ）

単元株式数は100株

であります。

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

ります。

計 7,933,800 7,933,800 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、2019年７月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

決議年月日 2019年４月22日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役　２名

当社従業員　１名

新株予約権の数（個）※１ 720

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）※１ 普通株式 72,000　　　※２

新株予約権の行使時の払込金額（円）※１ 1,026　　　※３

新株予約権の行使期間　※１
自　2023年３月１日

至　2026年２月28日
※４

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価

格及び資本組入額（円）※１

発行価格     1,047

資本組入額     524
※５

新株予約権の行使の条件　※１ ※６

新株予約権の譲渡に関する事項　※１
譲渡による本新株予約権の取得については、当社

取締役会の決議による承認を要するものとする。

新株予約権の取得に関する事項　※１ ※７

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項　※１ ※８

※１　新株予約権証券の発行時（2019年５月８日）における内容を記載しております。

※２　本新株予約権１個あたりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は、当社普通株式100株とす

る。

　　　なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下同

じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約権の

うち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株

未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（又は併合）の比率

　　　また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割又は資本金の額の減少を行う場合その他これらの場合に

準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるものとする。

※３　本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株あたりの払込金額（以下、「行使価額」という。）

に、付与株式数を乗じた金額とする。
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　　　なお、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、

調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割（又は併合）の比率

　　　また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分

を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株式の移転の場

合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

 

    
既発行

株式数
＋

　　　新規発行　　　　　　 １株あたり

　　　 株式数 　　　×　　　払込金額

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
× 新規発行前の１株あたりの時価

    既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

 

　　　なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式にかか

る自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式

数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

　　　さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他これ

らの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行うこ

とができるものとする。

※４　新株予約権の行使期間

　　　本新株予約権を行使することができる期間（以下、「行使期間」という。）は、2023年３月１日から2026年２月

28日までとする。

※５　増加する資本金及び資本準備金に関する事項

（１）　本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項

に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生じたときは、

その端数を切り上げるものとする。

（２）　本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記（１）記載の資本

金等増加限度額から、上記（１）に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

※６　新株予約権の行使の条件

（１）　新株予約権の割り当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、2020年11月期乃至2022年11月期の

いずれかの期において当社の経常利益が、下記に掲げる各金額を超過した場合、各新株予約権者に割り当てら

れた新株予約権のうち当該各号に掲げる割合（以下、「行使可能割合」という。）を限度として2023年３月１

日以降行使することができる。

(a）経常利益が 6.5 億円を超過した場合　行使可能割合： 20％

(b）経常利益が ８ 億円を超過した場合　 行使可能割合： 50％

(c）経常利益が 10 億円を超過した場合　 行使可能割合：100％

　なお、経常利益の判定においては、当社の有価証券報告書に記載される連結損益計算書（連結損益計算書を

作成していない場合、損益計算書）における経常利益を参照するものとし、本新株予約権にかかわる株式報酬

費用が発生した場合にはこれを除外して計算するものとする。また、国際財務報告基準の適用等により参照す

べき項目の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を当社取締役会にて定めるものとする。

（２）　新株予約権者は、2023年３月１日以降、各新株予約権者に割り当てられた本新株予約権のうち、上記（１）

で行使可能となった本新株予約権に対し、すでに行使した本新株予約権を含めて下記(a)乃至(c)の割合を上限

として行使することができる。

(a）2023年３月１日乃至2024年２月29日まで：３分の１

(b）2024年３月１日乃至2025年２月28日まで：３分の２

(c）2025年３月１日乃至2026年２月28日まで：３分の３

　また、行使可能となる新株予約権の計算において、各新株予約権者の行使可能となる本新株予約権の数に１

個未満の端数が生じる場合は、これを切り捨てた数とする。

（３）　新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社又は当社関係会社の取締役、監査役又は従業員

であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由があると取締役会が認めた

場合は、この限りではない。

（４）　新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

（５）　本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過すること

となるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

（６）　各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

※７　新株予約権の取得に関する事項
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（１）　当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分割計画、又

は当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画について株主総会の承認（株主総会の承認を要

しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をもって、本

新株予約権の全部を無償で取得することができる。

（２）　新株予約権者が権利行使をする前に、上記「※６」に定める規定により本新株予約権の行使ができなくなっ

た場合は、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

※８　組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上

を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新株予約権者に

対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会

社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。ただし、以下の条件に沿って再

編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換

契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数

　新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

　再編対象会社の普通株式とする。

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

　組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記「※２」に準じて決定する。

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上

記「※３」で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記（３）に従って決定される当該

新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

（５）新株予約権を行使することができる期間

　上記「※４」に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から上記「※

４」に定める行使期間の末日までとする。

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

　上記「※５」に準じて決定する。

（７）譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

（８）その他新株予約権の行使の条件

　上記「※６」に準じて決定する。

（９）新株予約権の取得事由及び条件

　上記「※７」に準じて決定する。

（10）その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2019年３月１日～

2019年５月31日

（注）

4,200 7,933,800 627 309,314 627 230,714

（注）新株予約権の行使による増加であります。

 

（５）【大株主の状況】

  2019年５月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

株式会社光通信 東京都豊島区西池袋１丁目４－10 1,920,800 24.21

平井　俊広　 東京都品川区 1,184,400 14.93

株式会社エフォート 東京都港区赤坂２丁目17－50－2905 807,800 10.18

株式会社フルキャストホール

ディングス
東京都品川区西五反田８丁目９番５号 614,600 7.75

GOLDMAN　SACHS　

INTERNATIONAL

（常任代理人　ゴールドマン・

サックス証券株式会社）

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB

U.K.

（東京都港区六本木６丁目10番１号　六

本木ヒルズ森タワー）

535,669 6.75

永井　崇久 東京都港区 436,200 5.50

株式会社リロケーション・ジャ

パン
東京都新宿区新宿４丁目２－18号 288,800 3.64

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－11 190,000 2.40

菊井　聡 東京都世田谷区 185,000 2.33

前田　貴行 大阪府吹田市 100,000 1.26

計 － 6,263,269 78.95
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2019年５月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　1,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　7,931,400 79,314

単元株式数は100株であり

ます。権利内容に何ら限定

のない当社における標準と

なる株式であります。

単元未満株式 普通株式　　　1,400 － －

発行済株式総数 7,933,800 － －

総株主の議決権 － 79,314 －

（注）単元未満株式には自己株式35株が含まれております。

 

②【自己株式等】

2019年５月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社アクトコール
東京都新宿区四谷二丁目12

番５号
1,000 － 1,000 0.01

計 － 1,000 － 1,000 0.01

（注）当第２四半期会計期間末日の自己株式は1,035株であります。

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2019年３月１日から2019

年５月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（2018年12月１日から2019年５月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、なぎさ監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

第15期第２四半期連結会計期間及び第15期第２四半期連結累計期間　　ひので監査法人

第16期第２四半期連結会計期間及び第16期第２四半期連結累計期間　　なぎさ監査法人
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2018年11月30日)

当第２四半期連結会計期間
(2019年５月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,795,548 ※１ 1,961,899

売掛金 510,251 461,111

商品 268 －

原材料及び貯蔵品 1,240 903

立替金 880,846 1,312,942

未収入金 386,762 204,770

その他 179,521 155,211

貸倒引当金 △2,305 △2,148

流動資産合計 3,752,133 4,094,691

固定資産   

有形固定資産 ※１ 982,806 ※１ 956,259

無形固定資産   

のれん 147,732 129,718

ソフトウエア 203,927 189,941

その他 1,178 －

無形固定資産合計 352,838 319,659

投資その他の資産   

その他 698,145 634,273

貸倒引当金 △25,000 △25,134

投資その他の資産合計 673,145 609,138

固定資産合計 2,008,790 1,885,057

繰延資産 9,514 8,339

資産合計 5,770,438 5,988,088
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2018年11月30日)

当第２四半期連結会計期間
(2019年５月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 124,616 125,480

短期借入金 ※２ 499,274 ※１,※２ 480,000

1年内償還予定の社債 75,000 60,000

1年内返済予定の長期借入金 ※１,※３ 447,081 ※１,※３ 334,106

未払法人税等 27,432 45,968

リース債務 3,960 3,467

賞与引当金 47,499 41,198

預り金 1,534,563 1,661,240

前受収益 620,206 651,384

その他 439,699 286,167

流動負債合計 3,819,333 3,689,013

固定負債   

社債 ※１ 185,000 170,000

長期借入金 ※１,※３ 1,051,889 ※１,※３ 1,104,192

リース債務 12,725 11,006

その他 36,002 26,031

固定負債合計 1,285,616 1,311,230

負債合計 5,104,949 5,000,243

純資産の部   

株主資本   

資本金 292,915 309,314

資本剰余金 223,746 240,146

利益剰余金 136,391 411,997

自己株式 △337 △367

株主資本合計 652,715 961,089

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 10,418 14,097

その他の包括利益累計額合計 10,418 14,097

新株予約権 2,355 3,845

非支配株主持分 － 8,812

純資産合計 665,488 987,845

負債純資産合計 5,770,438 5,988,088
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2017年12月１日
　至　2018年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2018年12月１日
　至　2019年５月31日)

売上高 2,111,180 2,205,759

売上原価 1,129,675 1,088,575

売上総利益 981,505 1,117,184

販売費及び一般管理費 ※１ 971,229 ※１ 708,456

営業利益 10,276 408,728

営業外収益   

受取利息 692 1,074

受取配当金 197 4,104

助成金収入 5,794 1,467

その他 2,551 5,023

営業外収益合計 9,235 11,669

営業外費用   

支払利息 22,410 19,778

持分法による投資損失 6,787 12,670

支払手数料 25,210 18,410

その他 3,661 11,202

営業外費用合計 58,070 62,061

経常利益又は経常損失（△） △38,558 358,336

特別利益   

関係会社株式売却益 － 500

特別利益合計 － 500

特別損失   

固定資産除却損 － 1,760

減損損失 ※２ 98,423 ※２ 2,752

投資有価証券評価損 4,825 －

関係会社事業損失引当金繰入額 80,591 －

その他 32,064 3,630

特別損失合計 215,904 8,142

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△254,463 350,693

法人税、住民税及び事業税 34,579 50,819

法人税等調整額 75,768 25,255

法人税等合計 110,348 76,074

四半期純利益又は四半期純損失（△） △364,812 274,618

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） - △987

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
△364,812 275,605

 

EDINET提出書類

株式会社アクトコール(E26631)

四半期報告書

15/27



【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2017年12月１日
　至　2018年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2018年12月１日
　至　2019年５月31日)

四半期純損失（△） △364,812 274,618

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1,220 3,679

その他の包括利益合計 1,220 3,679

四半期包括利益 △363,591 278,298

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △363,591 279,285

非支配株主に係る四半期包括利益 － △987
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2017年12月１日
　至　2018年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2018年12月１日
　至　2019年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   
税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△254,463 350,693

減価償却費 72,346 45,797

減損損失 98,423 2,752

のれん償却額 18,652 18,014

貸倒引当金の増減額（△は減少） 706 △22

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,505 △6,301

受取利息及び受取配当金 △890 △5,178

助成金収入 △6,194 △1,467

支払利息 22,410 19,778

固定資産除却損 － 1,760

持分法による投資損益（△は益） 6,787 12,670

売上債権の増減額（△は増加） △44,575 49,004

たな卸資産の増減額（△は増加） △339,982 605

仕入債務の増減額（△は減少） 379 864

その他の資産の増減額（△は増加） △250,464 △231,468

その他の負債の増減額（△は減少） 223,061 △5,593

その他 96,577 13,340

小計 △355,717 265,248

利息及び配当金の受取額 633 5,327

助成金の受取額 400 1,467

利息の支払額 △22,988 △19,575

法人税等の支払額 △52,870 △32,284

法人税等の還付額 － 36,549

営業活動によるキャッシュ・フロー △430,544 256,733

投資活動によるキャッシュ・フロー   

固定資産の取得による支出 △89,676 △13,221

固定資産の売却による収入 95,370 1,153

投資有価証券の取得による支出 △472 △5,315

関係会社株式の取得による支出 － △7,000

関係会社株式の売却による収入 － 4,500

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
収入

－ 9,800

貸付けによる支出 △91,300 －

貸付金の回収による収入 2,216 2,246

その他 5,102 2,959

投資活動によるキャッシュ・フロー △78,759 △4,877

財務活動によるキャッシュ・フロー   
短期借入金の純増減額（△は減少） 413,270 △19,274

長期借入れによる収入 542,000 200,000

長期借入金の返済による支出 △360,144 △260,672

社債の償還による支出 △27,500 △30,000

自己株式の取得による支出 － △30

配当金の支払額 △37,729 △394

新株予約権の発行による収入 － 1,512

新株予約権の行使による株式の発行による収入 － 32,776

その他 △2,636 △2,266

財務活動によるキャッシュ・フロー 527,258 △78,347

現金及び現金同等物に係る換算差額 － △8,141

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 17,954 165,365

現金及び現金同等物の期首残高 1,621,248 1,613,530

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,639,202 ※ 1,778,896
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結の範囲の重要な変更）

　第１四半期連結会計期間より、株式会社光通信との間での合弁契約に基づき2019年２月に合弁会社化した株式会

社アクトクロスを連結の範囲に含めております。

 

（持分法適用の範囲の重要な変更）

　第１四半期連結会計期間より、当社連結子会社である株式会社インサイトでの株式会社IS reviewの株式取得に

伴い、同社を持分法適用の範囲に含めております。

 

（会計方針の変更）

（従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い等の適用）

　「従業員に対して権利確定付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い」（実務対応報告第36号 2018年

１月12日。以下「実務対応報告第36号」という。）等を2018年４月１日以後適用し、従業員等に対して権利確定条

件付き有償新株予約権を付与する取引については、「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業会計基準

第8号 2005年12月27日）等に準拠した会計処理を行うことと致しました。

　ただし、実務対応報告第36号の適用については、実務対応報告第36号第10項(３)に定める経過的な取扱いに従っ

ており、実務対応報告第36号の適用日より前に従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与した取引

については、従来採用していた会計処理を継続しております。

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

 

EDINET提出書類

株式会社アクトコール(E26631)

四半期報告書

18/27



（四半期連結貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2018年11月30日）

当第２四半期連結会計期間
（2019年５月31日）

現金及び預金（定期預金） －千円 100,000千円

有形固定資産(建物及び構築物)             235,160           229,676

有形固定資産(土地) 573,593 573,593

上記のほか、連結子会社株式（消去前金額390,000千円）を担保に供しております。

 

担保付債務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2018年11月30日）

当第２四半期連結会計期間
（2019年５月31日）

短期借入金 －千円 100,000千円

長期借入金                 659,148             641,640

社債 100,000 －

上記の担保付債務は、１年内返済予定の長期借入金及び１年内償還予定の社債を含んでおります。

 

※２ 当座貸越契約及び貸出コミットメント

　当社及び連結子会社（株式会社インサイト）においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行10行と

当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結しております。これら契約に基づく借入未実行残高は次のと

おりであります。
 

 
前連結会計年度
（2018年11月30日）

当第２四半期連結会計期間
（2019年５月31日）

当座貸越極度額及び貸出

コミットメントの総額
3,800,000千円 3,900,000千円

借入実行残高 400,000 480,000

差引額 3,400,000 3,420,000
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※３ 財務制限条項

前連結会計年度（2018年11月30日）

　当社子会社が2016年２月26日（㈱りそな銀行）に締結した金銭消費貸借契約の借入金残高－千円には下記の

財務制限条項が付されており、当該条項に抵触し債権者の要請があった場合には、当該債務の一括弁済をする

可能性があります。

① 各事業年度の決算期の末日における連結の貸借対照表における純資産の部の金額を、前年同期比75％以上に

維持すること。

② 各事業年度の決算期の末日における単体の貸借対照表における純資産の部の金額をマイナスとしないこと。

③ 各事業年度の決算期における連結の損益計算書に示される経常損益を２期連続して損失とならないようにす

ること。

④ 各事業年度の決算期における単体の損益計算書に示される営業損益を損失とならないようにすること。

 

　当社子会社が2017年９月25日（㈱東京スター銀行）に締結した金銭消費貸借契約の借入金残高－千円には下

記の財務制限条項が付されており、当該条項に抵触し債権者の要請があった場合には、当該債務の一括弁済を

する可能性があります。

① 2017年11月期以降の各四半期末日における損益計算書に記載される営業損益(累計)が一度でも損失となった

とき。

② 2017年11月期以降の決算期において、貸借対照表に記載される純資産額が前年実績の75％を下回ったとき。

 

当第２四半期連結会計期間（2019年５月31日）

　当社子会社が2016年２月26日（㈱りそな銀行）に締結した金銭消費貸借契約の借入金残高－千円には下記の

財務制限条項が付されており、当該条項に抵触し債権者の要請があった場合には、当該債務の一括弁済をする

可能性があります。

① 各事業年度の決算期の末日における連結の貸借対照表における純資産の部の金額を、前年同期比75％以上に

維持すること。

② 各事業年度の決算期の末日における単体の貸借対照表における純資産の部の金額をマイナスとしないこと。

③ 各事業年度の決算期における連結の損益計算書に示される経常損益を２期連続して損失とならないようにす

ること。

④ 各事業年度の決算期における単体の損益計算書に示される営業損益を損失とならないようにすること。

 

　当社子会社が2017年９月25日（㈱東京スター銀行）に締結した金銭消費貸借契約の借入金残高－千円には下

記の財務制限条項が付されており、当該条項に抵触し債権者の要請があった場合には、当該債務の一括弁済を

する可能性があります。

① 2017年11月期以降の各四半期末日における損益計算書に記載される営業損益(累計)が一度でも損失となった

とき。

② 2017年11月期以降の決算期において、貸借対照表に記載される純資産額が前年実績の75％を下回ったとき。

 

　当社が、2019年５月31日（㈱りそな銀行）に締結した金銭消費貸借契約の借入金残高200,000千円には下記の

財務制限条項が付されており、当該条項に抵触した場合には、利息の割合が変更されることとなります。

① 各事業年度の決算期の末日における単体の純有利子負債EBITDA倍率が、一度でも10倍を超えた場合、もしく

はマイナスの値となったとき。（ただし、純有利子負債がマイナスの値の場合を除く）
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（四半期連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自　2017年12月１日
　　至　2018年５月31日）

　当第２四半期連結累計期間
（自　2018年12月１日
　　至　2019年５月31日）

給料 308,951千円 215,761千円

貸倒引当金繰入額 706 △22

賞与引当金繰入額 32,656 25,788

退職給付費用 8,004 8,393

 

※２　減損損失

前第２四半期連結累計期間(自　2017年12月１日　　至　2018年５月31日)

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

 

場所 用途 種類 金額（千円）

東京都港区 事業用資産 有形固定資産 94,733

東京都新宿区 事業用資産 無形固定資産(その他) 1,770

東京都港区 その他 のれん 1,919

（資産のグルーピング方法）

当社グループは、減損損失の算定にあたって、事業セグメントを基準に独立したキャッシュ・フロー

を生み出す最小の単位を識別し、資産のグルーピングを行っております。

（減損損失の認識に至った経緯）

事業用資産は、営業活動から生じる損益がマイナスとなることが見込まれるため、回収可能価額まで帳

簿価額を減額し、当該減少額を特別損失に計上しております。また、のれんについては、株式取得時に

想定していた超過収益力が認められなくなったことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を特別損失に計上しております。

 

当第２四半期連結累計期間(自　2018年12月１日　　至　2019年５月31日)

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

 

場所 用途 種類 金額（千円）

東京都新宿区 事業用資産 有形固定資産 932

東京都新宿区 事業用資産 無形固定資産(その他) 1,820

（資産のグルーピング方法）

当社グループは、減損損失の算定にあたって、事業セグメントを基準に独立したキャッシュ・フロー

を生み出す最小の単位を識別し、資産のグルーピングを行っております。

（減損損失の認識に至った経緯）

事業用資産は、営業活動から生じる損益がマイナスとなることが見込まれるため、回収可能価額まで帳

簿価額を減額し、当該減少額を特別損失に計上しております。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下

記のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2017年12月１日
至　2018年５月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2018年12月１日
至　2019年５月31日）

現金及び預金勘定 1,822,272千円 1,961,899千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △30,000 △83,003

担保に供している定期預金 △153,069 △100,000

現金及び現金同等物 1,639,202 1,778,896

 

 

（株主資本等関係）

　前第２四半期連結累計期間（自2017年12月１日　至2018年５月31日）

 配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年２月26日

定時株主総会
普通株式 38,416 5 2017年11月30日 2018年２月27日 利益剰余金

 

　当第２四半期連結累計期間（自2018年12月１日　至2019年５月31日）

１.配当金支払額

　　 無配のため該当事項はありません。

 

２.株主資本の著しい変動

　　 当第２四半期連結累計期間において、新株予約権の権利行使により、資本金が16,399千円、資本剰余金が16,399

　円増加し、当第２四半期連結累計期間末において資本金が309,314千円、資本剰余金が240,146千円となっておりま

　す。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自2017年12月１日 至2018年５月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

合計
 

住生活関連総合
アウトソーシン
グ事業

不動産総合ソ
リューション
事業

決済ソリュー
ション事業

その他事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 1,307,584 268,532 430,210 104,853 2,111,180 2,111,180

セグメント間の内部
売上高又は振替高

5,110 － － 9,887 14,998 14,998

計 1,312,694 268,532 430,210 114,741 2,126,179 2,126,179

セグメント利益又は

損失（△）
58,987 △54,713 130,302 △97,606 36,970 36,970

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 36,970

セグメント間取引消去 △1,235

のれんの償却額 △16,958

全社費用（注） △8,499

四半期連結損益計算書の営業利益 10,276

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

その他事業において、連結子会社である株式会社COURTESYが保有する事業用資産について、減損損失を特別損失

に計上しております。なお、減損損失の計上額は、当第２四半期連結累計期間において98,423千円(うちのれん

の減損損失は1,919千円)であります。

 

(のれんの金額の重要な変動)

その他事業において、連結子会社である株式会社COURTESYの取得に伴い計上したのれんについて減損損失を特別

損失に計上しております。なお、のれんの減損損失の計上額は、当第２四半期連結累計期間において1,919千円

であります。
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当第２四半期連結累計期間（自2018年12月１日 至2019年５月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

合計
 

住生活関連総合
アウトソーシン
グ事業

不動産総合ソ
リューション
事業

決済ソリュー
ション事業

その他事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 1,449,209 222,632 533,917 - 2,205,759 2,205,759

セグメント間の内部
売上高又は振替高

6,668 - - - 6,668 6,668

計 1,455,878 222,632 533,917 - 2,212,428 2,212,428

セグメント利益 175,705 41,146 197,483 - 414,335 414,335

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 414,335

セグメント間取引消去 15,732

のれんの償却額 △15,678

全社費用（注） △5,660

四半期連結損益計算書の営業利益 408,728

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

住生活関連総合アウトソーシング事業で保有する事業用資産及びソフトウエアについて、減損損失を特別損失に

計上しております。なお、減損損失の計上額は、当第２四半期連結累計期間において2,752千円であります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2017年12月１日
至　2018年５月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2018年12月１日
至　2019年５月31日）

(1)１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり

四半期純損失金額（△）
△47.48円 35.23円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親

会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（千円）

△364,812 275,605

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（千円）
△364,812 275,605

普通株式の期中平均株式数（株） 7,683,228 7,822,601

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

（円）
－ 33.35

（算定上の基礎）   

　親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

　(千円）
－ －

　普通株式増加数（株） － 441,491

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

－ －

（注）前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するも

のの１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2019年７月12日

株式会社アクトコール

取締役会　御中

 

な ぎ さ 監 査 法 人

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 山根　武夫　　　　㊞

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 西井　博生　　　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アクト

コールの2018年12月１日から2019年11月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2019年３月１日から2019年

５月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（2018年12月１日から2019年５月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計

算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アクトコール及び連結子会社の2019年５月31日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

その他の事項

　会社の2018年５月31日をもって終了した前連結会計年度の第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間に係る

四半期連結財務諸表は、前任監査人によって四半期レビューが実施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表

に対して平成30年８月15日付で無限定の結論を表明している。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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